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可能性があると考えられる。 

今後を展望すると、半導体やＡＩを始めとして、国際的な共同研究の必要性

はますます高まり、技術流出防止策としてのセキュリティ・クリアランス制度

は我が国にとって必須になると考えられる。その一方で、セキュリティ・クリ

アランス制度については、プライバシーの侵害への懸念を背景とした否定的な

意見も依然として存在する41。政府においては、こうした意見にも十分に配意

し、丁寧で慎重な制度設計を行うことが求められる。 

 

（内線 75103） 

 
41 セキュリティ・クリアランス制度の創設について、衆議院内閣委員会に参考人として出席し

た東北大学の井原聰名誉教授は「私は原則反対である。人権に関わるわけだが、当人だけでは

なく、その背後につながる関係者たちにも大きな影響を与える」旨の意見を述べている（第 208

回国会衆議院内閣委員会議録第 14号 10頁（令 4.3.31））。 
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《要旨》 

一般論としては、貯蓄額は年齢が上昇するにつれて大きくなり、特に

高齢者では貯蓄額が大きいという傾向がある。ここで、１世帯当たりの

貯蓄額を都道府県別に見て、これと都道府県別の高齢化率との間で回帰

分析を行うと、貯蓄額は高齢化率が高い都道府県ほど小さくなるという

傾向が見られる。都道府県別の貯蓄額を詳しく見ると、貯蓄額には都道

府県間でかなりの格差があり、こうした格差が貯蓄額と高齢化率の関係

に影響を与えているということが考えられる。 

都道府県別の貯蓄額に格差が生ずる背景としては、１つには、都道府

県における経済活動の活発さの度合いが関係していることが考えられる。

そこで、貯蓄額を被説明変数、実質県内総生産、有効求人倍率、所定内

給与額、（他の都道府県からの）転入者数を説明変数として回帰分析を

行うと、いずれの場合についても、説明変数の数値が上昇すると貯蓄額

が大きくなる傾向があるという関係が見られる。 

 

 

１．はじめに 

本稿では、都道府県別に見た貯蓄額について、高齢化1や経済活動の活発さの

度合いとの関係から考えることとしたい。詳細は後述するが、本稿の大要をあ

らかじめ示すと、次のようになる。 

まず、一般論としては、貯蓄額を年齢別に見ると、基本的に年齢が上昇する

につれて（特に高齢者では）貯蓄額が大きくなる傾向がうかがえる。では、貯

 
1 高齢化については、少子化や人口減少と合わせて議論されることが多いと思われるが、本稿

では、少子化や人口減少についてはひとまずおき、「高齢化」という言葉を、高齢者人口が増

え、高齢者の割合（なお、65歳以上人口（高齢者人口）が総人口に占める割合のことを高齢化

率（高齢者人口割合）と呼ぶ）が上昇するといった限定的な意味合いで使用することとしたい。

また、何歳以上を高齢者とするかについては、一般的にはＷＴＯの定義により、65歳以上とす

ることが多い。 
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蓄額と高齢化との関係を都道府県別に見た場合には、どのようになるであろう

か。可能性としては、１つには、年齢が上昇するにつれて（特に高齢者では）

貯蓄額が大きくなるのであれば、高齢化率が高い都道府県では（貯蓄額の大き

い高齢者の割合が高くなるため）１人当たりの平均的な貯蓄額も大きくなるこ

とが考えられる。また、これとは別の可能性としては、高齢化率の高い都道府

県では相対的に（若者の多い都道府県と比べると）経済活動が活発ではなく、

そのため１人当たりの貯蓄額も大きくならないということも考えられる。そし

て、実際に都道府県別のデータから貯蓄額と高齢化率の間で回帰分析を行うと、

高齢化率が高い都道府県では貯蓄額が小さくなるという傾向が見られるが、本

稿では、こうしたことの要因や背景等について見ていくこととしたい。 

 

２．都道府県別の貯蓄額と高齢化率の関係 

（１）年齢階級別の貯蓄額 

ここでは、我が国全体で見た１世帯当たりの貯蓄額について、世帯主の年齢

階級（10歳階級）別に示すこととする。次の図表１は、総務省「家計調査（貯

蓄・負債編）」から、2022年における２人以上の世帯の貯蓄額について、グラフ

にしたものである。なお、図表１では、参考として、負債額（下向きの赤色の

棒である）とともに、全年齢階級での平均の貯蓄額及び負債額（斜線を入れた

棒である）も合わせて示している。 

図表１を見ると、世帯の貯蓄額は、70歳以上を除いて、年齢階級が上昇する

につれて大きくなる傾向があることが分かる。経済学における「ライフサイク

ル仮説」によれば、人は所得の増加する若年期から壮年期にかけて老後に備え 
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(出所) 総務省「家計調査（貯蓄・負債編）」より作成 

図表１ 年齢階級別の貯蓄額 
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た貯蓄を行い、老年期に貯蓄を取り崩して生活水準を維持するということが考

えられている。図表１では、70歳以上の年齢階級では60～69歳の階級に比べて

貯蓄額がわずかに小さくなっているが2、ある程度のところは、我が国でもライ

フサイクル仮説が当てはまる可能性がうかがえるのではないかと思われる。 

なお、図表１の負債額は、内訳としては「住宅・土地のための負債」（いわゆ

る住宅ローン）が大部分となっている3。一般的に「貯蓄（額）」の意味として

は、金融機関への預貯金や有価証券などの「貯蓄現在高」を指す場合と、そう

した貯蓄現在高から住宅ローン等の「負債現在高」を差し引いた「純貯蓄」を

指す場合の２通りがあり得る。ただ、住宅ローン等の負債については、多くの

場合には特段の問題なく完済されるであろうと考えられることもあり、本稿で

は、貯蓄現在高をもって貯蓄額と考えることとしたい。 

 

（２）都道府県別の貯蓄額と高齢化率による回帰分析 

このように、世帯の貯蓄額は基本的に世帯主の年齢階級が上昇するにつれて

大きくなる傾向がある（図表１）。そうれあれば、本稿の冒頭で述べたように、

高齢化率が高い都道府県では１人当たりの貯蓄額も大きくなる可能性が考えら

れるが、その一方で、別の可能性としては、高齢化率の高い都道府県では相対

的に経済活動が活発ではなく、そのため１人当たりの貯蓄額も大きくならない

といったことも考えられよう。そこで、都道府県別に見た貯蓄額と高齢化率の

関係について回帰分析を行うと、どのような結果となるだろうか。 

次頁の図表２①、②は、こうした回帰分析の結果について示したものである。

具体的には、図表２①は、説明変数を総務省「人口推計」から都道府県別の高

齢化率、被説明変数を総務省「家計調査」から都道府県別4の２人以上の世帯の 

 
2 このことの背景としては、基本的には、高齢者は貯蓄の取り崩しに対して慎重であること（公

的年金等の収入は見込めるとしても、万が一の備えなどの様々な理由により）が考えられよう。

また、2020年以降の我が国でのコロナ禍においては、特に旅行や外食などの消費が落ち込むと

ともに、政府による給付金等の家計支援が行われており、こうしたことも高齢者の（なお、こ

れは高齢者には限らないが）貯蓄を増加させる方向で働いたことが考えられ、こうして増加し

た貯蓄は「過剰貯蓄」とも呼ばれる。なお、コロナ前である2019年の年齢階級別貯蓄額につい

て見ても、貯蓄額は60～69歳の階級まで年齢階級が上昇するにつれて大きくなるなど、その傾

向は2022年と同様である。 
3 総務省「家計調査（貯蓄・負債編）」による。 
4 ここでの「都道府県別」とは、厳密には、都道府県庁所在市別である。家計調査では、調査

対象数が約9,000世帯と少ないこともあり、都道府県単位での集計は行われていない。ただし、

都道府県庁所在市及び政令指定都市の調査対象数を多く配分することで、都道府県庁所在市及

び政令指定都市別の集計が行われている。なお、本文図表２②で参照する総務省「全国家計構

造調査」では、調査対象も約90,000世帯と多く、都道府県別の集計も行われている。 
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貯蓄額（１世帯当たり）としたものである（いずれも2022年の数値である）。こ

れを見ると、高齢化率が高い都道府県ほど貯蓄額が小さくなるという傾向を示

しており（なお、沖縄県については、回帰直線から大きく離れており、外れ値

のようにも見える）、ｔ値は１％の水準で有意となっている。また、図表２②は、

説明変数を図表２①と同様に高齢化率としつつ、被説明変数を総務省「全国家

計構造調査」から都道府県別の総世帯5の貯蓄額（１世帯当たり）として（いず

れも2019年の数値である）回帰分析を行ったものであるが、この場合でもほぼ

同様に、基本的には高齢化率が高い都道府県ほど貯蓄額が小さくなる傾向と

なっている。なお、図表２では、決定係数Ｒ２はさほど高くはなく（①では0.20、

②では0.10）、回帰式の当てはまりはさほどよいとは言えない。その意味では、

高齢化率は貯蓄額に影響を与える１つの要因と見られるとしても、高齢化率以

外に、例えば各都道府県の県民性などの様々な要因が貯蓄額に関係していると

いうことも考えられよう。 

 

 
5 「総世帯」とは、２人以上の世帯と世帯員が１人のみの単身世帯を合わせたものである。図

表２①と②を比べると、２人以上の世帯では総世帯より貯蓄額が大きくなる傾向がうかがえる

が（図表２①、②の縦軸を参照）、その要因としては、単身世帯の貯蓄額が相対的に小さい可

能性が考えられよう。また、全国家計構造調査では、金融機関への預貯金や有価証券などの貯

蓄現在高は「金融資産残高」と表記されているが、本稿では「貯蓄額」に統一することとする。 

① ２人以上の世帯について      ② 総世帯について 

 

図表２ 都道府県別の高齢化率と貯蓄額との関係 

 

(注) Ｘの係数及び定数項の下の()内の数値はｔ値であり、「***」はｔ値が１％の有意水準を、「**」は
ｔ値が５％の有意水準をそれぞれ満たすことを示す。また、Ｒ２は決定係数である。 

(出所) 総務省「人口推計」「家計調査（貯蓄・負債編）」「全国家計構造調査」より作成 
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３．都道府県別の貯蓄額と経済活動の活発さの度合いとの関係 

（１）詳細に見た都道府県別の貯蓄額 

ここからは、前述の可能性のうち後者（高齢化率の高い都道府県では相対的

に経済活動が活発ではなく、そのため１人当たりの貯蓄額も大きくならない）

について検討することとし、特に貯蓄額と経済活動の活発さの関係に焦点を当

てることとしたい。そこで、これまでは詳しく見てこなかったが、都道府県別

の貯蓄額について、世帯主の年齢も考慮に入れながら確認することとする。 

次の図表３は、前出の全国家計構造調査から、都道府県別に見た総世帯の１

世帯当たりの貯蓄額（2019年の数値である）について示したものである。なお、

図表３では、総世帯のうち世帯主の年齢が65歳以上の世帯は「65歳以上」（灰色

の棒である）として、世帯主の年齢にこうした限定を付さない場合は「全年齢」

（黄色の棒である）として、それぞれ表記している。 
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図表３を見ると、同じ都道府県で比べる場合には、いずれの都道府県でも65

歳以上の貯蓄額は全年齢の貯蓄額より大きくなっていることが分かる。した

がって、同じ都道府県内で見た場合には、図表１と同様に、世帯主の年齢が上

昇すれば（特に高齢の世帯では）貯蓄額が大きくなるという傾向がうかがえる

とも言えよう。しかし、その一方で、（同じ都道府県ではなく）都道府県間で貯

蓄額を比べると、これは65歳以上でも全年齢でも同様であるが、東京都、神奈

川県、愛知県、兵庫県、奈良県などのように貯蓄額が大きい都道府県と、北海

道、青森県、宮崎県、鹿児島県などのように貯蓄額が大きくない都道府県の間

には、貯蓄額にかなりの格差があるということも見て取れる。 

図表３ 都道府県別に見た１世帯当たりの貯蓄額 
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ここで、本稿冒頭に示した１つ目の可能性（高齢の世帯ほど貯蓄額が大きい

のであれば、高齢化率が高い都道府県では貯蓄額も大きくなる）に戻って考え

てみると、この可能性については、貯蓄額における都道府県間の格差を考慮に

入れず、いずれの都道府県においても図表１が成り立つことを暗黙の前提とし

ているとも言える。確かに、図表３についても、同じ都道府県内で見れば、65

歳以上の世帯の貯蓄額は全年齢と比べて大きくなっているが、図表３を都道府

県間で見ると、（65歳以上、全年齢ともに）１世帯当たりの貯蓄額には前述のよ

うな大きな格差があるため、都道府県別のデータから貯蓄額と高齢化率の間で

回帰分析を行った場合には（図表２）、こうした格差による影響が、高齢化率の

高い（低い）都道府県では貯蓄額が小さく（大きく）なる傾向となって現れた

ということが考えられよう。 

 

（２）貯蓄額と都道府県別の経済の活発さの度合いについての回帰分析 

都道府県別の貯蓄額について、もう一度、図表３に戻って考えると、東京都

など貯蓄額が大きい都道府県の特徴としては、１つには、経済活動が活発であ

ろうということが挙げられるかと思われる。経済活動が活発ということは、具

体的には、財やサービスの生産が大きくなり、生産活動を行うために企業数、

企業の求人数、就業者数等も多くなり、こうして生産された財やサービスが購

入されることで消費も活発になり、企業が人材を求めて競争することで賃金も

上昇し、そうした都道府県に仕事や高い賃金を求めて多くの人口が流入すると

いうように言い換えることができよう。 

そこで、本稿では、こうした経済活動の活発さの度合いに関する代表的な指

標から、都道府県の総合的な経済力を示すものとして①実質県内総生産（内閣

府「県民経済生産」）、企業の採用活動や雇用との関係から②有効求人倍率（就

業地）6（厚生労働省「一般職業紹介状況」）、都道府県における賃金水準を示す

③所定内給与額7（厚生労働省「賃金構造基本統計調査」）、都道府県への人口流

 
6 なお、有効求人倍率については特に、その時々の景気（好景気あるいは不景気）の影響が大

きい指標ということも言えよう。しかし、我が国の景気循環のサイクルは都道府県間では大き

な違いがなく、景気の波としては、どの都道府県もほぼ同じタイミングで好景気、不景気を繰

り返すとも考えられる。したがって、有効求人倍率については、ある一時点で（好景気の時で

あれ、不景気の時であれ）捉えた場合には、その時点における各都道府県での経済の活発さの

度合いの違いを示す指標として考えることもできると思われる。 
7 所定内給与額とは、労働契約等によってあらかじめ定められた支給条件等によって支給され

る給与（きまって支給する給与）から時間外勤務手当や深夜勤務手当等を差し引き、所得税等

を控除する前の額のことである。 
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入を示す④（他の都道府県からの）転入者数8（総務省「住民基本台帳人口移動

報告」）をピックアップして説明変数とし、これらと都道府県別の貯蓄額（被説

明変数）との間で回帰分析を行うこととする。なお、貯蓄額については、単身

世帯も含めた総世帯で見たいということで、全国家計構造調査による１世帯当

たりの貯蓄額としており、ここで掲げた説明変数及び被説明変数は、いずれも

2019年（実質県内総生産は2019年度）の数値である。また、①実質県内総生産

と④転入者数については、東京都の数値が突出しており、そのまま回帰分析を

すると散布図の形状としては分かりにくくなるため、被説明変数も含めて対数

値に変換している。次頁の図表４は、こうした回帰分析の結果について示した

ものである。 

図表４①～④を見ると、回帰式のＸ（説明変数）の係数はいずれもプラスと

なっており、Ｘの係数のｔ値はいずれも統計的に有意（①から③は１％の水準、

④は５％の水準）となっている。すなわち、①実質県内総生産9、②有効求人倍

率、③所定内給与額、④転入者数の数値が大きくなれば、被説明変数である貯

蓄額も大きくなる関係にあるということであり、換言すれば、経済活動が活発

な都道府県ほど貯蓄額も大きくなる傾向があると考えることができよう。特に、

③所定内給与額については、基本的に賃金から生活費等を除いたものが貯蓄に

回ることになると考えられるが、③では決定係数Ｒ２の数値が比較的大きく、

また、回帰式の当てはまりも比較的よくなっていることが分かる。 

 なお、若干付言すると、図表４①～④はいずれも2019年の数値であり、これ

を文字通りに理解すると、2019年において経済活動が活発な（つまり、実質県

内総生産、有効求人倍率、所定内給与額、転入者数の数値が高くなっている）

都道府県では、2019年における貯蓄額も大きくなるということとなる。しかし、

貯蓄額とは基本的には長年の積み重ねであり、2019年の貯蓄額には、2019年に

おける貯蓄のみならず、それより前から貯めてきた貯蓄も合算されていると考 

 
8 （他の都道府県からの）転入者数とは、都道府県の区域内に他の都道府県から住所を移した

者の数のことである。人口移動に関しては、こうした転入者数と転出者数（都道府県の境界を

越えて他の都道府県へ住所を移した者の数のこと）の差引きである転入超過数が指標として使

用されることが多い。しかし、転入超過がマイナス（つまり、転出超過）となる場合は、理論

的に対数値をとることができないため（次頁の図表４④では、対数値に変換してから回帰分析

を行っている）、本稿では転入者数を用いることとする。 
9 本稿では、経済活動の活発さの度合いを示す変数として実質県内総生産との間で回帰分析を

行ったが、これを名目県内総生産として回帰分析を行った場合についても、その結果（決定係

数Ｒ２は 0.15、説明変数に係るｔ値は 2.78（１％の水準で有意））は、実質県内総生産の場合

とほぼ同じである。 
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えるのが常識的であろう。そうであれば、2019年の単年の回帰分析を根拠とし

て貯蓄額と経済活動の活発さの度合いの関係について考えることは、論理的に

は、そもそも無理があると言えるかもしれない。しかし、その一方で、我が国

では、都道府県間の経済格差（更に言えば、東京一極集中）やその是正が長年

にわたる課題となっているところであり、図表３における都道府県別の貯蓄額

の格差や図表４からもうかがえるような都道府県間の経済格差は、2019年だけ

ではなく、それよりも前から長期間にわたって続いてきた可能性が高いという
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(注) Ｘの係数及び定数項の下の()内の数値はｔ値であり、「***」はｔ値が１％の有意水準を、「**」は

ｔ値が５％の有意水準を、「*」はｔ値が10％の有意水準をそれぞれ満たすことを示す。また、Ｒ２

は決定係数である。 
(出所) 内閣府「県民経済生産」、総務省「全国家計構造調査」「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働

省「一般職業紹介状況」「賃金構造基本統計調査」より作成 

④ 転入者数との関係 

図表４ 都道府県別の経済活動の活発さの度合いと貯蓄額との関係 
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(出所) 内閣府「県民経済生産」、総務省「全国家計構造調査」「住民基本台帳人口移動報告」、厚生労働

省「一般職業紹介状況」「賃金構造基本統計調査」より作成 

④ 転入者数との関係 

図表４ 都道府県別の経済活動の活発さの度合いと貯蓄額との関係 

 

 

ことも考えられよう。したがって、図表４の説明変数（①実質県内総生産、②

有効求人倍率、③所定内給与額、④転入者数）を、2019年の１年限りではなく、

（都道府県間の経済格差や東京一極集中などに鑑み）長期的な傾向も含めて捉

えることとした場合には、こうした経済活動の活発さの度合いが都道府県別の

貯蓄額に対して影響を及ぼしているということは、ある程度のところは肯定し

てよさそうに思われる。 

 

４．本稿のまとめと残された課題 

 以上に述べてきたように、貯蓄額について高齢化や経済活動の活発さの度合

いとの関係から考えると、一般的に貯蓄額は年齢が上昇するにつれて大きくな

り、特に高齢者では貯蓄額が大きい傾向があるが（図表１）、都道府県別の高齢

化率と１世帯当たりの貯蓄額との間で回帰分析を行うと、高齢化率が高い都道

府県では貯蓄額は小さくなる傾向がある（図表２）。こうしたことが起こる要因

としては、都道府県別の貯蓄額には格差があり（図表３）、貯蓄額の格差による

影響が回帰分析の結果にも現れているということが考えられよう。さらに、こ

うした格差が生ずる背景としては、各都道府県の県民性などとの関係もあり得

るが、１つには、都道府県における経済活動の活発さの度合いといったものが

関係していることが考えられる（図表４）。したがって、以上を踏まえた結論と

しては、当たり前のような話かもしれないが、県内総生産が大きく賃金も高い

などの経済活動が活発な都道府県では貯蓄額も大きくなる傾向があるのではな

いかということが言えよう。 

 なお、本稿ではこれまでのところ、高齢化率と経済活動の活発さの度合いと

の関係について、直接的・具体的な検証等は行っていない。ただ、前述のよう

に、高齢化率が高い都道府県ほど貯蓄額が小さく、経済活動が活発でない都道

府県では貯蓄額が小さくなるという傾向に鑑みれば、論理的には、経済活動が

活発でない都道府県では高齢化率が高くなる傾向があるということが考えられ

よう。そこで、都道府県別の経済活動に関する指標から、実質県内総生産（図

表４①と同様に対数値に変換している）と１人当たり県民所得10をピックアッ

プして説明変数とし、これと都道府県の高齢化率（被説明変数）との間で（説

明変数、被説明変数のいずれも2019年の数値である）回帰分析を行ったものが、

次頁の図表５①、②である。また、県内総生産と１人当たり県民所得について 

 
10 １人当たり県民所得とは、都道府県の経済力を示す指標であり、雇用者報酬のほか財産所得

や企業の利潤等の合計を都道府県の総人口で割ったものである。 
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2014年から2019年までの変化率を計算して説明変数とし、その間の高齢化率の

変化幅（2019年の数値から2014年の数値を差し引いたものである）を被説明変

数として、それぞれ回帰分析を行ったものが、図表５③、④である。 

図表５①、②を見ると、傾向としては、実質県内総生産や１人当たり県民所

得が多い都道府県ほど高齢化率が低くなっていることが分かる。これらの図表

からは、やはり経済活動が活発な都道府県には若者が集まることとなり、結果
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図表５ 都道府県別の経済活動の活発さの度合い高齢化率との関係 

 

② １人当たり県民所得との関係 

 
(注) Ｘの係数及び定数項の下の()内の数値はｔ値であり、「***」はｔ値が１％の有意水準を、「**」は

ｔ値が５％の有意水準をそれぞれ満たすことを示す。また、Ｒ２は決定係数である。 
(出所) 内閣府「県民経済生産」、総務省「人口推計」より作成 
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的にそうした都道府県では高齢化率が低くなるのではないかといった可能性が

考えられよう。 

しかし、その一方で、図表５①、②と同じ実質県内総生産と１人当たり県民

所得のデータであるが、2014年から2019年までの変化率について、その間の高

齢化率の変化幅との関係で見た場合には（図表５③、④）、実質県内総生産の増

加率が大きい都道府県ほど高齢化率の上昇幅が小さいというわけではなく（Ｘ

の係数のｔ値が有意ではなく、決定係数Ｒ２もほぼゼロとなっており、両者は

無関係とも考えられる）（図表５③）、１人当たり県民所得で見ると、その増加

率が大きい都道府県ほど高齢化率の増加幅も大きくなっている（図表５④）こ

とが分かる。 

どうしてこのようなことが起こるのか、興味深いところであるが、ただ、本

稿でこの点について詳述するには、紙幅の関係もあり、新たに統計や資料を参

照しつつ慎重に検討する必要が出てくるとも思われるので、本稿では、経済活

動の活発さの度合いと高齢化率の関係という課題を提示するだけにとどめ、詳

細については別稿に譲ることとしたい。 
 

（内線 75044） 
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